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労働衛生管理の基本
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Ⅰ 労働衛生管理体制の確立

Ⅱ 作業環境管理

Ⅲ 作業管理

Ⅳ 健康管理

Ⅴ 労働衛生教育

労働衛生の３管理

リスクアセスメントの実施



労働者の健康を支える3つの仕組み
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「労働安全衛生法に基づく一般健康診断・ストレスチェック制度」「THP指針に基づく労働者の健康増進」「治療と

仕事の両立支援」は健康に働き続けるための一連の支援体系として理解

労働者の健康を支える3つの仕組みの関係

健康で安心して働き続けられる職場・社会の実現
（健康寿命の延伸、労働生産性の向上、人的資本の価値向上）

①労働安全衛生法に基づく
一般健康診断・ストレス
チェック制度

・健康状態の把握
・就業上の措置
・保健指導・受診勧奨

【業務との関連性を踏ま
えた健康管理】

② THP指針に基づく健康保
持増進支援

・運動、食生活、禁煙
・睡眠、メンタルヘルス
・がん検診受診勧奨
・歯科・骨粗鬆症対策

【業務との関連性にかか
わらない健康保持増進】

③治療と仕事の両立支援

・がん
・慢性疾患 など
・主治医・産業医連携

【疾病が発症しても、治
療しながら働く】

今回新た
に追加



日本の健診（検診）制度の概要

○医療保険者や事業主は、高齢者の医療の確保に関する法律、労働安全衛生法等の個別法に基づく健康診査（健康診断）を実施。

○市町村は、健康増進法に基づき、特定健診の対象とならない者の健康診査を実施。

○市町村は、健康増進法に基づき、一定年齢の住民を対象としてがん検診などの各種検診を実施。（医療保険者や事業主は任意に実施）

被保険者・被扶養者 うち労働者 その他

～
39

歳

 （健康保険法、国民健康保険法等）

【対象者】被保険者・被扶養者
【実施主体】保険者＜努力義務＞

【対象者】常時使用する労働者※労働者にも受診義務あり

【実施主体】事業者 ＜義務＞

※一定の有害な業務に従事する労働者には特殊健康診断

を実施

【対象者】住民 
（生活保護受給者等を含む）

【実施主体】市町村＜努力義務＞

【種類】

・歯周疾患検診

・骨粗鬆症検診

・肝炎ウイルス検診

・がん検診

（胃がん検診、子宮頸がん検診、肺がん

検診、乳がん検診、大腸がん検診）

・高齢者医療確保法に基づく特定健診の

非対象者に対する健康診査・保健指導
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～
74

歳

【対象者】加入者

【実施主体】保険者＜義務＞

※労働安全衛生法に基づく事業者健診を受けるべき者
については、事業者健診の受診を優先する。事業者
健診の項目は、特定健診の項目を含んでおり、労働
安全衛生法に基づく事業者健診の結果を、特定健診
の結果として利用可能。

75

歳
～

【対象者】 被保険者
【実施主体】後期高齢者医療広域連合

＜努力義務＞

特定健診

医療保険各法

高齢者医療確保法

高齢者医療確保法

健康増進法労働安全衛生法

（
乳
幼
児
等
）

妊
娠
～
出
産
後
１
年
・

小
学
校
就
学
前

【対象者】１歳６か月児、３歳児
【実施主体】市町村＜義務＞
※その他の乳幼児及び妊産婦に対しては、市町村が、必要に応じ、健康診査を実施又は健康診査を受けることを勧奨

児
童
生
徒
等

【対象者】在学中の幼児、児童、生徒又は学生 ※就学時の健康診断については小学校入学前の者

【実施主体】学校（幼稚園から大学まで）＜義務＞

母子保健法

学校保健安全法

※上記以外に、歯周疾患検診、骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診、がん検診について、保険者や事業主が任意で実施や助成を行っている。

全体像
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労働安全衛生法に基づく健康診断～健診の本当の価値は実施後措置にある

健康診断の実施（法第66条）

１年以内ごとに１回実施。医師による。

医師（産業医等）による診断区分の
判定（例）

異常なし 要観察 要医療

③健康診断結果についての医師からの意見聴取（法第66条の4）

異常の所見があると診断された労働者について、健康診断結果に基づき、労
働者の健康保持のための必要な措置について、意見を聴かなければならない。

医師（産業医等）による就業区分の判断（例）

区分 内容

通常勤務 通常の勤務でよいもの

就業制限 勤務に制限を加える必要のあるもの

要休業 勤務を休む必要のあるもの

④健康診断実施後の措置（法第66条の5）

医師（産業医等）からの意見を勘案し、その必要があると認めるときは、
当該労働者の実情を考慮※して、就業場所の変更、作業の転換、労働時間
の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講じなければならない。
※あらかじめ労働者の意見を聴き、了解が得られるよう努める。

①健康診断結果の通知（法第66条の6）

労働者が自ら健康管理ができるよう、労働者に健康診断結果を通知しなければならない。

②健康診断結果の記録（法第66条の3）

事業者は、健康診断の結果を記録しておかなければならない。⇒５年間保存

※黄色の条文は罰則あり

点線囲みの条文は努力義務

※健康診断の結果は事業者が漏れなく知ることになる。
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保健指導等（法第66条の7）

健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要があると認める
労働者に対し、医師（産業医等）又は保健師による保健指導※を行
うよう務める。

※保健指導の内容
・日常生活面での指導
・健康管理に関する情報の提供
・再検査または精密検査の受診の勧奨
・医療機関で治療を受けることの勧奨 等

一般健康診断は「病気を見つける

制度」ではなく、「健康状態を把

握し、業務による健康影響を防ぐ

ための制度」である。



事業場における労働者の健康保持増進について

労働安全衛生法

第69条 事業者は、労働者に対する健康教育及び健康相談その他労働者の健康の

保持増進を図るため必要な措置を継続的かつ計画的に講ずるよう努めなければな

らない。

第70条の２ 厚生労働大臣は、第六十九条第一項の事業者が講ずべき健康の保持

増進のための措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公

表するものとする。

事業場における労働者の健康保持増進のための指針
（昭和63年9月1日策定）

→本年10月に改正
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「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」改正の全体像
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労働安全衛生法第69条に基づく労働者の健康増進措置について、THP指針において一次予防（病気にならないための

取り組み）を主としながらも、二次予防（疾病の早期発見等）も含むものであることを明確化

・運動指導
・食生活改善
・禁煙支援
・睡眠
・メンタルヘルス

・運動指導
・食生活改善
・禁煙支援
・睡眠
・メンタルヘルス

＋
・がん検診受診勧奨
・女性健康課題への対応
・歯科保健
・骨粗しょう症対策
・眼科疾患対策

→結果に応じた専門医や精密検査への受診勧奨

さらに「治療と仕事の両立支援」と連携し、健康に働き続けられる職場づ
くりを推進

医療保険者の保健事業や自治体

のサービスを利用して実施

【一次予防（病気にならないため

の取り組み）】

改正前

【一次予防＋二次予防（疾病の早期発見等）】

改正後

健康づくり中心のTHPから、 「早期発見・早期治療を支えるTHP」へ

２次予防の推進に向けた医療保険者や地域保健とのさらなる連携を推進
（本文抜粋）職域保健と地域保健の連携を強化するため各地域に設置されている地域・職域連携推進協議
会等において示された情報を参考に、自治体や医療保険者が取り組む各種支援策等を活用すること。



二次予防の対象と企業に期待される二次予防の取組
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① 知る

（健康教育）

がん検診等の意義を伝える

科学的根拠に基づく情報提供

女性の健康課題等の理解促進

精密検査受診の重要性を周知

② 受ける

（受診機会の確保）

健康診断と同時に実施

医療保険者と連携した検診機

会の提供

自治体検診の活用

③ つなげる

（受診勧奨）

要精密検査者への受診勧奨

専門医受診の案内

健診機関等との連携

④ 支える

（受診しやすい環境

整備）

検診受診のための休暇付与

治療と就業の両立支援

企業の役割は、労働者が検診を受け、必要な医療につながる環境を整備すること

企業に期待される二次予防の取組

二次予防の対象

がん
女性特有の健康課題
歯科疾患
骨粗しょう症
眼科疾患

検診受診だけではなく、
要精密検査者を医療につ
なぐことが重要

※企業が検査結果（個人
情報）を取得しない場合
は、精密検査の受診勧奨
を健診機関に委託



がん検診の推進に関する取組
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「職場の健康診断実施強化月間」の実施に関する協力依頼について

職場におけるがん検診の推進

ア  健康診断実施時に、事業者や健康診断実施機関等から、がん検診の受診勧奨

イ 特に、女性従業員に対し、乳がん検診・子宮頸がん検診や婦人科等の定期受診促進について、リーフレットを活用した周知

ウ 「職域におけるがん検診に関するマニュアル」（平成 30 年３月策定）を参考にしたがん検診の実施

エ リーフレットを活用した、がん対策推進企業アクションの周知



女性特有の健康課題にかかる健康問診の概要

女性特有の健康課題にかかる健康問診の流れ
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【参考】

「女性特有の健康課題に関する問診に係る健診機関実施マニュアル」にて推奨されている女性特有の健康課

題に関する質問

女性特有の健康課題（月経困難症、月経前症候群、更年期障害など）で職場において困っていることがあ

りますか。

①はい ②いいえ

専門医の診断書を持って

相談窓口に相談

労働者

労働者の勤務する会社

健診医

(問診票）

女性特有の健康課

題があると回答

情報提供や専門医への

早期受診を促す

相談窓口

相談に応じた環境改善等配慮

健診機関

健診機関向けマニュアル

問診結果は事業者に提供されない

本人の希望に基づく支援である



職場が準備すること (事業者向けマニュアル）
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① 基本方針の表明

経営トップが、女性の健康支援に積極的に取り組む姿勢を「基本方針」として明確に表明し、全従業員に周知

② 衛生委員会等による労使の十分な話し合い

衛生委員会等を活用し、労働者の意見をよく聞いて、労働者の十分な理解と協力のもと、取り組みを進める

③ 管理職向け研修と全従業員向け研修

管理職の理解の促進、正しい知識を普及させ、職場全体のヘルスリテラシーを向上

④ 相談体制の整備

人事労務部門、産業保健スタッフなど、複数の相談窓口を設け、相談窓口の存在と連絡先を全従業員に周知

⑤支援制度の整備

休暇制度の整備（生理休暇、時間単位の年次有給休暇、傷病休暇・病気休暇）、勤務制度の整備（時差出勤制

度、短時間勤務制度、在宅勤務制度、フレックスタイム制）



実際の相談対応（事業者向けマニュアル）
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5 .専門医を受診した労働者からの相談対応

ステップ 1：労働者からの相談・申出

管理職が対応した場合は、相談を受けた時点で一人で抱え込まず、本人の同意を得て、人事部門や
産業保健スタッフと連携して対応します。

【ポイント】
相談者は「どうしてほしいか」を具体的に伝えることが難しい場合もあります。管理職はまず傾聴
し、安心感を与えることが重要です。

ステップ 2：業務上の支障と配慮の検討

産業保健スタッフや人事労務担当者が中心となり、本人と面談します。

ステップ３：支援の実施

支援を開始します。必要に応じて、予め支援プランを作成しておくことが望まれます。

本人から聴取する内容: 

o どのような症状が、いつ、どの程

度あるか。

o それにより、どのような業務に支

障が出ているか。

o 希望する配慮は何か（本人が具体

的に言えない場合は、「配慮の例」

を提示し、選択肢を示すことも有

効）。

o 配慮は本人と話し合いの上、労働

者も事業者も納得感のある配慮を実

施することが望ましい。



労働者の口腔の健康の保持・増進に関する取組
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「一般健康診断問診票を活用した歯科受診勧奨について（協力依頼）（令和７年７月１日基安労発0701第１号）にて、関係団体宛に、一般

健康診断問診票中の特定健康診査の「標準的な質問票」の歯科項目を活用した労働者の口腔の健康の保持・増進に向けた口腔保健指導のより

一層の推進への協力を依頼。

一般健康診断問診票※

＜質問21＞

食事をかんで食べる時の状態はどれ

にあてはまりますか。

①何でもかんで食べることができる

②歯や歯ぐき、かみあわせなど気に

なる部分があり、かみにくいことが

ある

③ほとんどかめない

※「定期健康診断等及び特定健康診査等の実施

に係る事業者と保険者の連携・協力事項につい

て」の一部改正について（令和５年７月31日基

発0731第１号、保発0731第４号）において、労

働安全衛生法に基づく定期健康診断等と高齢者

の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診

査の検査項目を同時に実施する場合に用いるよ

う示している標準的な問診票



転倒防止、骨粗鬆症検診の受診勧奨に関する取組
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眼科疾患の検査に係る受診勧奨
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転倒等の労働災害の原因ともなっている視野狭窄を含む緑内障等の眼科疾患を予防し、早期に発見するため、40 歳以

上の従業員に対し、リーフレットを活用した眼科検診の周知について協力依頼



労働安全衛生行政の実施体制

厚生労働省（安全衛生部）

都道府県労働局

（独）労働者健康安全機構

労働基準監督署

労働安全衛生法令の企画・立案や、
産業保健活動の推進などを行って
いる。

労働安全衛生法令に基づく指導計
画の策定や、産業保健制度の運用
などを行っている。

労働安全衛生法令に基づき、事業
場に対して、指導・周知などを行っ
ている。

産業保健総合支援センター

地域産業保健センター

労働者数50人未満の産業医の選任義務の
ない小規模事業場の事業者や労働者を対
象として、労働安全衛生法で定められた保
健指導などの産業保健サービスを提供して
いる。

都道府県毎に設置。産業保健活動に携わ
る産業医、産業看護職、衛生管理者をはじ
め、事業主、人事労務担当者などに対して、
産業保健研修や専門的な相談への対応な
どの支援を行っている。

産業保健活動の支援、勤労者医療の推進、
労働安全衛生分野の調査・研究、福祉事
業を行っている。

（47か所）

（約350か所）

（47か所）

（325か所）

（国）

（国）

（国）
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都道府県労働局、労働基準監督署における周知啓発

都道府県労働局、労働基準監督署における周知啓発機会の一例

主に個別の事業場への指導

⚫集団指導

⚫個別指導

⚫計画届の審査・実地調査

⚫自主点検

など

主に都道府県内の労働行政関係団体（及び団体加盟参

加企業）への周知啓発

⚫産業保健総合支援センターとの連携・調整

⚫災防団体との連携・調整

・都道府県所在の労働基準協会

・建災防都道府県支部

・陸災防都道府県支部

・林災防都道府県支部

・港湾災防都道府県支部 など

⚫各種協議会等

⚫県庁、土木事務所等との調整

など

労働基準監督署労働局

17



産業保健活動総合支援事業

18

健康診断結果についての
医師からの意見聴取

高ストレス者、長時間労働者
に対する医師の面接指導

保健指導等

〇 労働者数50人未満の小規模事業場の事業者や労働者を対象として、登録産業医等による
 産業保健サービスを無料で提供。

地域産業保健センター （地産保）

全国350か所（概ね
監督署単位）に設置

※郡市区医師会と連
携して運営

産業保健総合支援センター （産保センター）

47都道府県に設置

など

産業保健関係者の
専門的研修

事業場への
個別訪問支援

事業者・労働者の
啓発セミナー

〇 事業場の産業保健関係者（産業医、保健師、看護師、衛生管理者等）や事業者等を対象に、
 専門的な研修、相談対応等、メンタルヘルス対策をはじめとした産業保健活動を支援。

など
産業保健関係者の
専門的相談対応

労働者健康安全機構

〇 産保センター及び地産保の支援・指導 〇 団体経由産業保健活動推進助成金 など

・補助事業として、独立行政法人労働者健康安全機構において運営

個別訪問による
産業保健指導

（地域・職域連携推進協議会を通じた望ましい連携）
○ 医療機関、自治体、保健所等に、産業保健に係る分野の支援の相談があった場合→産保センターを介して地産保につなぐ
○ 産保センターや地産保に一般住民からの健康課題などの相談があった場合→ 自治体等の担当機関につなぐ



都道府県労働局、労働基準監督署における周知啓発（全国労働衛生週間）

19

全国労働衛生週間は、労働者の健康管理や職場環境の改善など、労働衛生に関する国民の意識を高め、職場での自主的な活動を促して

労働者の健康を確保することなどを目的に、昭和25年から毎年実施しており、今年で77回目になります。毎年９月１日から30日までを準

備期間、10月１日から７日までを本週間とし、この間、各職場で職場巡視やスローガン掲示、労働衛生に関する講習会・見学会の開催な

ど、さまざまな取り組みを展開します。



都道府県労働局、労働基準監督署における周知啓発
（職場の健康診断実施強化月間）

20

厚生労働省では、労働安全衛生法に基づく一般定期健康診断の実施、その結果についての医師の意見聴取及びその意見を踏まえた就業上

の措置の実施について、事業者の皆様に改めて徹底していただくことを促すため、毎年９月を「職場の健康診断実施強化月間」と位置付け、

集中的・重点的に啓発を行っています。



地域・職域連携でできること

21

事業場における産業保健の推進を図るため、重点事項の指導等と併せて、以下の

取組についても周知・啓発を行うこと。

⚫ 事業場における労働者の健康保持増進のための指針に基づく措置

・THP 指針の事業場外資源としての地域資源の活用について、「地域・職域連

携推進ガイドライン」に基づく取組の周知

⚫ 職場におけるがん検診の推進

・健康診断実施時に、事業者等から、がん検診の受診を勧奨

・特に、女性従業員に対し、乳がん検診・子宮頸がん検診や婦人科等の定期受

診促進について、リーフレットを活用した周知

⚫ 女性の健康課題に関する理解の促進

・一般健康診断問診票の項目に女性特有の健康課題に係る質問が追加されてい

ることを踏まえ、マニュアル等を活用して、女性の健康課題に係る対応等の

周知

⚫ 口腔の健康の保持増進

・令和７年７月１日付け基安労発 0701 第１号「一般健康診断問診票を活用し

た歯科受診勧奨について（協力依頼）」中の歯科早期受診勧奨リーフレット

を活用した歯科受診勧奨

都道府県労働局・労働基準監督署と

自治体、保険者の取組との連携例

労働安全衛生法令に基づく健康診断以外の

産業保健に関する取組の周知・啓発（抜粋）

労働局、労働基準監督署：

地域・職域連携推進協議会による取組（事業所調査、出前講

座等）の事業所への働きかけ担当

労働局：災防団体等を通じ事業者に自治体のがん検診（日

程・申し込み方法等）を周知

労働基準監督署：集団指導等において事業者に自治体のがん

検診（日程・申し込み方法等）を周知

労働局：災防団体等を通じ事業者に自治体の歯周疾患検診

（日程・申し込み方法等）を周知

労働基準監督署：集団指導等において事業者に自治体の歯周

病疾患検診（日程・申し込み方法等）を周知

労働局、労働基準監督署：

事業者に自治体・保検者における女性の健康に関するセミ

ナー・相談窓口案内等を周知

新たな事業を一から立ち上げるだけでなく、自治体・医療保険者の既存事業と、労働行政の事業場への接点を組み合わせることも、

地域・職域連携の取組となります
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